
第２回大阪府地方独立行政法人評価委員会　環境農林水産部会　議事要旨
１　日時　　　　平成23年６月２７日（月）　午後３時０0分～５時00分

２　場所　　　　大阪赤十字会館　４階　４０１会議室
３　出席委員　　藤田部会長、石原委員、米谷委員、菊井委員、喜田委員、松林委員

　　　　　　　　（山谷委員は欠席）
４　議題

（１）大阪府立環境農林水産総合研究所の中期目標及び中期計画の素案について

　（２）その他
５　議事概要

Ⅰ　開会
○　部会長が議事項目を確認した。
　Ⅱ　議事

（１）大阪府立環境農林水産総合研究所の中期目標及び中期計画について
· 資料「地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　中期目標（素案）の概要について」及び「中期目標・中期計画（素案）二段対照表」により、大阪府立環境農林水産総合研究所（以下、「環農研」という。）の中期目標（素案）の概要について、資料「地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　中期計画（素案）の概要について」により、「環農研」の中期計画（素案）の概要について説明があった。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と環境農林水産総務課又は環農研から説明（⇒で表示）があった。
◆　中期計画の「大阪の環境と食に対する技術的貢献」に記載されている大阪の環境という言葉が幅広過ぎてわからない。山も大事、川も大事、海も大事。ただ、海に変化が起こっていたときには、一番（悪化の）下のところなので、大阪の環境は相当悪化をしていると思う。だから、そのようなことにならないように研究し、その情報を行政側に的確に示してほしい。

そのためには、今の研究体制で十分か。もう少し重点的に必要な措置を工夫するべきではないのか。

⇒　環境という言葉は、非常に幅広い。この中には生活環境も、自然環境も、例えば大阪湾の環境も、単に漁場としての環境だけではなく、水質もあり、今は生物多様性もあり、非常に幅広い、自然をはぐくむ場としての環境も含めて捉えている。
水産に関する調査研究は、大阪府にとっても非常に重要であり、行政課題に応えるという形で、これまで大阪湾の環境のモニタリング調査や漁業の資源管理に関する調査研究をしてきたが、引き続き、独立行政法人になってからも行っていく。

中期計画では、「大阪の環境と食に対する技術的貢献」の（１）①「府に対する技術支援」、特に行政課題の解決に対する技術支援の中で、大阪府の施策推進の基礎となる継続的な調査、データ分析及び新たな技術開発という項目を挙げており、公的な研究機関として、支援になるような調査と研究を続けていきたい。

◆　大阪湾の環境に関していえば、府の南部下水道と連携をして、水質に関してもう少し詳しく研究開発はできないのか。

⇒　大阪湾の水質の問題については、水質環境を保全するという観点と、漁業者側からの大阪湾の貧栄養の問題があって、施策的には、きちんと合わない部分があることは認識している。研究所としては、貧栄養の問題についての研究を既に始めている。

関係する機関とは、独立行政法人になってからも連携を進めていきたい。さらに、大阪府とは一定の距離を置いた、独立した機関になるという立場をうまく活用して、積極的に提言していくなど、ニーズ、ご意見をいただきながら、活動を広げていきたい。

◆　中期計画の内容は、非常に素晴らしく、やることがたくさん書いてあるが、「これだけできればすごいな」と思うが、すべてのことを立派にしなくても、選択と集中というのが、あっていいのではないか。

やるべきことを全部書いてあって、並列的な感じに見えてしまう。法人が４年間で何に注力をして、どのような方向にいくのかというストーリー的なものが、見えにくい。
むしろ、このような点に注力をしていきたいとか、独立行政法人になって、このような新しいことをしたいとか、あるいは、この４年間は、縮小するとか維持していくだけにするといったものがあってもいいのではないのか。

⇒　現在の研究所では、調査研究は１０分野、モニタリングは２分野、重点的に取り組むべき分野を設けて活動している。
今回、お示ししている分では、重点研究分野を設定して推進するとは書いているが、その具体的な中身までは、議論が煮詰まっていない。

大阪府の環境農林水産部では７つの主な施策項目については、現在の研究分野で、すべて当てはめることができている。そのため、行政施策の求めに応える形で、研究所も対応してきたが、今後は、当然、全部にいい顔はできないので、選択と集中については、十分に議論をしていきたい。

⇒　中期目標に記載した技術支援は、研究所のベーシックな役割として、これまでどおりきちんと取り組んでいくものである。

一方、中期目標で新たに設けた「（２）社会における先導的役割の発揮」の項目は、独立行政法人の目玉になっていくものと考えている。

重点的項目をはっきり示し、委員の意見を受けて、中期計画も、期待に沿えるような形にしていきたい。
◆　独立行政法人になって、法人の独自性を発揮し、目に見える形で、それをきっちりとＰＲして、大阪府民の理解を得るということが必要。

先般の水産技術センターの視察で、私は、これまで海には美しい水を流せばいいのだという先入観があったが、実際、魚の栄養には、それではいけないということを初めて知った。このような施設があることも、府民の人は、ほとんど知らないと思う。

そういったことを、もっとＰＲすべきである。また、目標と計画には、実際の具体策を選択と集中で、段階毎に書くべきと思う。
また、第１－１－（１）の③「府民に対する情報の受発信・支援」の中に「環境や農林水産物の生産に関する情報をわかりやすく提供する」と記載されているが、具体的にどういうことなのかわかりにくい。府民の皆さんに分かりやすいようにしてはどうか。

⇒　目標も計画も４年間を見通してのことなので、少し抽象的にならざるを得ない。実際には、中期計画の段階でも、重点の分野とか基盤の分野をどのように設けるかということについて、最終的には示す予定にしている。今は、まだ内部で議論をしている段階。

５年前にも議論の末に、一応、選択と集中を行い、分野設定をしている。極端なことを言えば、研究としてはそれらの分野しかしない。ただ、技術支援に関しては、色々なことを聞かれるので、そこは応えていかないといけない。受託研究については、私の感想としては、もう少し絞り込まないと、選択と集中には届かない。まさに、今回が２回目の自己改革のチャンスである。

選択と集中にあたっては、研究所としても自ら考えていくが、一番の出資者である大阪府のニーズに応えていく必要があり、他の関係機関が何を求めているのかヒアリングやディスカッションを通じてニーズ把握に努めていく。
PRについては、これまでも努力してきたが、御指摘を踏まえ、さらなる努力をしたい。
◆　府民に対する情報の受発信が不十分だと感じられる原因は、農業や水産業に直接携わっているわけでもなく、消費者としての府民がとても多いからだと思う。

ところが、事業者は、受益をたくさん受けているが、それが見えにくい。だから、いつも隔靴掻痒的な研究所となっている。また、研究所が４か所に分散しており、直接関係していないところがとても見えにくく、親しみを持ちにくい。例えば、府民は、それぞれが、皆ガーデナーであったりするわけで、そういったことも含めたテーマ設定など、それをどこかに文言として入れられないのか。

◆　大阪府と研究所の関係性について聞きたい。私は、これまで視察をして、皆さん、熱心に研究もやり、いろいろなことをされて大変だと思っているが、その中で、府に対しても、効率的に対応していかないといけないのではないかと思っている。

例えば、中期計画で「府に対する技術情報の提供」、府の技術職員に対して、最新技術を習得できるようにするとか、現場指導の実施をするとあるが、今までは府の研究所だったが、今後は、少し距離を置く研究所になるわけなので、その中で、先導的な役割や新しいことをやっていこうとすれば、もっと府との関係も、効率的にやっていかないといけないことになる。
研究所として、府との関係をどこまで深くするのか、あるいは、必要な情報は必要な情報として提供するが、それ以上のことはしないというところなど詳しく説明してもらいたい。

⇒　今、環境農林水産部には、技術系の行政職員として、環境職・農学職・林学職があり、環境科学センターには、４０名ほどの環境職がいて、分析業務に携わっている。定期的な人事異動があるが、研究所に従事している間は、分析業務をすることで、一定の技術を身に付け、本庁業務に戻ったときにも、まったく分析をしたことがない人とは違う目で、きちんとデータを見ることができるということがある。
独法化後も、一定期間は、行政との関係を維持する必要性から、大阪府から研究所に技術職を派遣することはあるが、順次、プロパー化していく形になる。

そうなると、技術系職の職員が、業務の中で技術力を身に付ける機会が減ってくるので、何らかの技術力を維持するためのフォローを研究所がやるべきだと思う。

逆に、研究所の研究成果を、現場で普及・反映させるときに、行政の技術職に一定の技術的なレベルが必要であるため、研究所としては、行政の技術職の技術力維持を望むところである。

行政から一定距離を取った別組織になるとはいえ、公的な研究機関の１つの務めとしての役割がある。今まで、通常の人事異動などで、出来ていたことを意識的に取り組む必要があると考えて、このような記載を入れた。

そもそも、我々が、誰を顧客として、仕事をするのかという問題だと思う。例えば、食とみどり技術センターの研究員と水産技術センターの研究員とでは、現場との接し方がかなり違う部分がある。

特に農業分野については、研究員が、大阪府の普及指導員を介して、技術指導をするのが建前になっているため、直接、農業現場で指導をする、話を聞く機会が少ないが、一方で、水産技術センターの研究員は、漁業者と直接に話をして、指導をする機会もたくさんあるので、実際の受益者から見れば、水産技術センターの研究員は非常に近いところにあって、食とみどり技術センターの研究員は、やや距離があると感じている。

それだけが理由ではないが、研究所の業務が、なかなか一般の方々に、伝わりにくい１つの原因ではないかと思う。

我々のこれまでの業務が、漁業者、農業者といった事業者に対する支援が中心で、また、その部分に係る行政との連携や行政に対する支援が中心となっていたため、それを広く、一般府民に知ってもらう機会は、やはり少なかったと思う。それなりに情報発信はしてきたつもりではあるが、研究所の知名度は、まだ低いと言わざるを得ない。

◆　環境に関しては、山、川を経て、海に至る。環境の変化が府民の皆さんより早くわかるのが、水産漁業者である。だから、われわれが水産技術センターへと相談に行ったときは、きちんと、府民や行政に伝える仕組みをしてつくってもらいたい。

◆　2点質問する。１つは中期目標の「府の緊急時対応への技術支援」の記載が具体的すぎるのではないか。
もう１つは、２の（１）の③「府民に対する情報の受発信・支援」のうち、発信は一生懸命やっているのだが、受信というのが見えない。具体的な記述の中では、「環境や食の安全・安心に対する府民の理解増進に向けた情報発信など」と書いてあるが、受信の部分がない。 

また、「環境」という言葉に、あえて１つに丸めてしまっているが、自然、いわゆる生態系とか生物多様性という言葉が、具体的に目標の中には入っていなので、水生生物センターの取り組みが入っていないように読めると思う。中期計画の中のどこかに読めるような文言を書いておく必要があるのではないか。

⇒　「府に対する技術支援」の「府の緊急時対応に対する技術支援」については、運営費交付金の範囲内で対応が可能なものとして具体的に列挙しており、環境汚染にかかる苦情であるとか、病害虫の緊急診断など、現在も、通常の業務として対応しているものである。
ただ、想定外の事故であるとか、大きな緊急対応が必要な事案が出てきた場合には、別途、協定を結んで、許容の範囲内で対応する予定である。

◆　これで、十分に説明ができるのであれば問題はない。

⇒　自然環境については、重点分野、例えば、生物多様性の保全・改善の取り組みの分野として記載する中で、水生生物センターで取り組んでいる調査研究などを入れたいと思っている。

また、生物多様性、あるいは自然環境の保全という部分については、調査研究も重要であるが、普及・啓発的な活動や理解増進のための取り組みが、かなり大きな比重を占めるので、「府民に対する情報の受発信・支援」のところに、自然環境という文言を入れているので、そこで読み取れると考えている。

◆　受発信の「受」という言葉が引っ掛かる。

⇒　中身はこれからのところ。事業者を含めて府民の声をどう受け止めるのかが、一番弱かったところ。マーケティングリサーチなど、直接的にアンテナを張ってニーズの把握に努めていきたい。まずは姿勢の問題であると思う。

◆　「府民に対する情報の受発信・支援」については、しっかりと具体性を入れておかないといけない。

⇒　情報発信については、大きな方法論というよりは、小さな努力の積み重ねだと思っている。研究員には、講演などに招かれて行った際、研究成果なり、質問されていることについて話をするだけでなく、そのことに関連して、疑問やお困りのことはないかと、必ず聞くようにと言っている。

さらに、ホームページによる受発信については、独法化すれば自由度が増していくので、いろいろな対応していく仕組みづくりが必要と思っている。

◆　農業大学校が農業の担い手の育成をしているように、漁業の分野についても担い手の育成が必要ではないか。水産技術センターを視察したとき、「私たちは漁業を守る研究とそれから漁業自体の研究を行っている」という話を聞いたが、そのことがずっと頭に残っている。やはり府民にＰＲをして、少しでも環境整備をしないといけないと感じた。ＪＡ（農業協同組合）関係の職員と話をする機会に漁業の実態や食の環境の重要性について話をしたいと思っている。

◆　そのようなことがしっかりとできるように、中期目標に所員が動ける形での記述をお願いしたい。また、中期計画の中では、少し大くくりになるかもしれないが、年度計画になれば、より具体的になるはず。

⇒　漁業については、農業大学校のように水産学校というものはない。しかし、漁業協同組合連合会（漁連）に「魚庭（なにわ）塾」という若手の漁業者を中心に、例えば魚を取ってきて、鮮度を保って出荷をするにはどのようにすればいいかとか、魚の締め方や氷の入れ方などを教える場があり、研究所も協力している。

◆　内部監査機能は非常に重要であるが、巷ではやり過ぎのところもたくさんある。これに関しては、組織の規模と目的に沿った形で、大きなリスクだけを捉える形で考えていけばいいと思う。

また、中期計画の６ページに、「外部研究資金の獲得に向けた体制」とあるが、外部研究資金とは主にどのようなものなのか。

⇒　今、一番注力をしているのは、農林水産省や環境省など国からの研究資金。その獲得にあたっては公募があり、競争・審査を経て、採択されたものにだけ、研究資金が提供される。また、国の交付金事業や民間の受託研究もある。
受託研究は、話があったときに、研究を共同で相談しながら進めるもの。これも待っているだけでは、お客さんはやってこないので、営業活動というか、研究所のシーズなどをアピールして、相談の数を増やしていきたいと考えている。

◆　知的財産権を徹底的に取得するには、多くの調査研究と多額の経費が必要。これから知財ポリシーをどのように持っていくか。

知財をどこに提供し、どのように活用していくかによっては研究体制も、知財を持つ体制も、大きく変わってくる。徹底的にやろうと思えば、知財室のようなものをつくらなければいけない。研究所の業務にとって、知的財産権をどう位置づけているのか。 
⇒　研究所でも知財をいくつか持っており、年間、数件の新たな出願をしている。
その大部分は民間との共同研究、受託研究で、そこで開発された技術を民間と共同出願をしている。数は多くないが、研究所で開発した技術を単独で知財化しているケースもある。
農業者や漁業者のような零細事業者が研究所の技術を使えるようにするためには、その技術を他者の独占から守る必要がある。そのため知的財産権の取得が必要。
また、知財には、研究の新たなシーズとして、次の研究資金の獲得の材料になるという非常に大きな意味がある。
公設試の知財取得の意味を慎重に議論し、知的財産ポリシーを作成して、検討する体制をつくっていきたい。

◆　研究所は、民間との共同研究も行うということだが、公的使命の観点からチェックを受ける体制はあるのか。
⇒　現在もそうだが、例えば民間から受託研究のご相談があったとき、受けるべき内容かどうかは、研究所の使命や内容に応じて判断する。それからこの評価委員会に対して、毎年度行う実績報告の中で、１年間に実施した受託研究の内容も報告することになるので、そこでチェックできる。
⇒　法的な観点からいうと、中期目標は、議会の議決を経て知事が法人に示すもの。法人はそれを受けて、中期計画と毎年の年度計画を策定して業務を執行する。
　　そして法人は、各年度の業務実績を評価委員会で評価を受けて、これを大阪府に報告し、また、大阪府は議会に報告する。だから、議会での議論がなされることになる。
また、運営費交付金が、毎年交付されるが、これは予算議案として府議会で議論される。

　　　　　もう１つは、中期目標期間が終了すると、法人はその業務報告書を大阪府に提出し、大阪府はこれを議会に報告をしなければならない。そして議会で議論がなされるという形になっている。その後、ホームページ等で、実績などについては全部公表することになっている。

◆　案では、人事の改善の中に、人材の育成が入っているが、収まりが悪いと思う。

人材を育成することと、人事を改善することは、私は違うと思う。例えば多様で優秀な人材を確保したいということ、人材を確保し、人事評価制度をしっかり確保しないと職員が頑張らないということもよくわかる。しかし、人事評価をすれば人材は育成できるのかというと、たぶんそうではないはず。人材育成と、評価とは違うと思う。

◆　人材育成の中に評価もあるし、どのように研究者として一人前に育てていくのかということでもある。「改善」と「育成」は少し別のカテゴリーと思う。

◆　人事の改善というだけでは、育成が入らない。やはり、いい人がいなくなってしまうと、技術が枯渇し研究所はもう終わり。要するに、イノベイティブなことをやりますと中期目標にもきちんと書かれており、しっかりと、人材を育成するという言葉も書かれている。
社会において先導的役割を発揮するには、当然ながら、素晴らしい人材がなければできない。それを支えるのが人材育成なので、相当、大きなウエートであると思っている。
人材育成について、組織として、育成する方法論を持たないといけない。
だから、中期計画の中で、どのようなサポートができるのかという制度は、具体性を持って位置付けてほしい。
私の聞いているところ、地方の公設試では、予算がどんどん削減され、出張すら行けなくなっており、学会出張も私費で行っているようだ。
人材育成と言った以上はそれに対する制度を持つべき。知的財産でポリシーを持つのであれば、人材育成の部分でもポリシーを持たないといけないと思う。

　　　　　人材育成はとても大事なので、どこかで章立ててもいいと思う。

◆　企業でも人材育成というと、入社直後の人、中堅になった人、部署のリーダーとしてなった人によって、育成の仕方が違う。
この計画の中では、コンパクトにまとめられたと思う。たぶん年度計画になると具体的なもっと分厚いものになってくると理解している。

◆　先ほど「第４　財務内容の改善に関する事項」のところで説明のあった自己収入とは、どういうものか。

⇒　例えば依頼試験の手数料や農水産物、農畜産物の販売によって得られる収益などのこと。いずれにしても、研究所の予算の中では非常に小さな比率のもの。
◆　そういう意味では、「予算による効率・効果的な運用を行うとともに、自己収入の確保」という、大きな話からいきなり小さな収益事業的なことになっている部分は少し唐突かもしれない。
⇒　ここで言おうとしているのは、「効率・効果的な運営を行う」ということを受けてのこと。経営努力によって剰余金が生じた場合は法人がそれを使ってもいいという意味。だから頑張りましょうかというぐらいの意味合い。
◆　そうすると、第６の「剰余金の使途」の中の「剰余金が発生した場合には」で言っている剰余金は、とても小さなものになる。私はこのように記載されると、独立行政法人だから、もちろん剰余金が発生すれば使ってもいいのかもしれないが、たくさん府費を使ったのにお金が余ったからと言って、返さないのかという気持ちもどこかにある。どう捉えていいのか、少しわかりにくい。
⇒　基本的には、損益計算書の収入から費用の部分を引いて残った部分が剰余金だが、その剰余金の発生の仕方が２種類ある。
１つは、本来、大阪府がこれだけ使ってもいいという形で認めて交付金を出しているが、研究所が使い方を工夫して、費用の圧縮をした場合。それは法律上「目的積立金」と言う。

　　　　　もう１つは、大阪府において、人事院勧告が出て公務員の給料が減額された場合、法人も公務員に準じて減額した場合。これは、法人の努力で余らせた額ではない。

　　　　　１点目のように本当に努力して得た額については、法律の定めで、中期計画で定めた使途に使うようにと書かれている。例えば、職員の能力の向上とか、設備に使うことができる。

　　　　　2点目については、中期目標の期間が終わったときに大阪府に返してもらうことになる。

◆　「環境に配慮した業務運営」については、一般的な言葉で美しく書かれているが、これは何に準拠するものであるとか、数値的根拠となる目標や根拠を示さなくていいのか。

⇒　環境農林水産部にかかわらず、行政の設ける研究機関であれば、当然そのような配慮はするという意味で、総論的に記述している機関が多いので、それに倣って書いている。

　　　　　今のところ、ここでの数値目標は想定していない。

府庁では、省エネルギーが夏場１０％、冬季を通じて５％ということが全庁的にも挙げており、当然、独立行政法人になる前から、研究所もその可能性に取り組んでいかなければいけないもの。

◆　「個人情報保護及び情報公開」については、大阪府情報公開条例（平成１１年大阪府条例第３９号）の策定等を行い、適切な情報管理を行う。ときちんと根拠が書かれている。

最近は、環境については、きちんと数値目標を設定してやられている。だから、そのベースとなる大きなところで、どれをベースにしてやるのだと書かなければ、研究所独自でとても軽いものを設定されてしまうのではないか。

⇒　現在では、エコアクションプランというものを全庁的に進めているので、それに準じた形で、省エネルギーとか、３Ｒ（Reduce「ごみを減らす」Reuse「ごみを再利用する」Recycle「ごみを再資源化する」）などに取り組む。表現の仕方は、検討する。

◆　そうすると、中期計画の中に、ある程度の数値目標、数値計画が入ってくるということか。

⇒　あらためて検討する。少なくとも、今、府庁全庁で取り組んでいることはやっていくことは大前提。きちんと表現するようにする。

（２）その他

　○　第３回環境農林水産部会について、８月９日火曜日午後３時より大阪赤十字会館で開く旨、事務局より案内があった。

Ⅲ　閉会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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